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長崎県長寿社会課 施設・介護サービス班 
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業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入 

 

概 要 【全サービス（居宅療養管理指導★、特定福祉用具販売★を除く）】 

○ 感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスを継続的に提供できる体制を構築するた

め、業務継続に向けた計画の策定の徹底を求める観点から、感染症若しくは災害のいずれか又は両方の

業務継続計画が未策定の場合、基本報酬を減算する。【告示改正】 

業務継続計画未実施減算 

施設・居住系サービス 所定単位数の 100分の 3に相当する単位数を減算 

その他のサービス 所定単位数の 100分の 1に相当する単位数を減算 

 

算定要件等  

○ 以下の基準に適合していない場合 

・ 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定すること 

・ 当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること 

※ 令和７年３月 31日までの間、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関す

る具体的計画の策定を行っている場合には、減算を適用しない。訪問系サービス、福祉用具貸与、居宅

介護支援については、令和７年３月 31日までの間、減算を適用しない。 



 

  
国のＱＡ 

○ 業務継続計画未策定減算について 

問 164 業務継続計画未策定減算はどのような場合に適用となるのか。 

（答） 

・ 感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合や、当該業務継続計画に従い

必要な措置が講じられていない場合に減算の対象となる。 

・ なお、令和３年度介護報酬改定において業務継続計画の策定と同様に義務付けられた、業務継続計画

の周知、研修、訓練及び定期的な業務継続計画の見直しの実施の有無は、業務継続計画未策定減算の算

定要件ではない。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 166 行政機関による運営指導等で業務継続計画の未策定など不適切な運営が確認された場合、「事

実が生じた時点」まで遡及して当該減算を適用するのか。 

（答） 

・ 業務継続計画未策定減算については、行政機関が運営指導等で不適切な取り扱いを発見した時点で

はなく、「基準を満たさない事実が生じた時点」まで遡及して減算を適用することとなる。 

・ 例えば、通所介護事業所が、令和７年 10 月の運営指導等において、業務継続計画の未策定が判明

した場合（かつ、感染症の予防及びまん延の防止のための指針及び非常災害に関する具体的計画の策定

を行っていない場合）、令和７年 10 月からではなく、令和６年４月から減算の対象となる。 

・ また、訪問介護事業所が、令和７年 10 月の運営指導等において、業務継続計画の未策定が判明し

た場合、令和７年４月から減算の対象となる。 

 

その他 

令和７年４月からは、訪問介護、（介護予防）訪問入浴介護、（介護予防）訪問看護、（介護予防）訪問

リハビリテーション、（介護予防）福祉用具貸与サービスも未策定減算の対象サービスとなっておりま

す。計画策定や必要な措置の実施に遺漏がないか今一度ご確認ください。 



 

 

 

 

✓ 「感染症」若しくは「災害」のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合や、当該業務継

続計画に従い必要な措置が講じられていない場合に減算が適用される。 

（運営指導等で業務継続計画の内容を確認し、必要な措置が講じられていないことが判明した場

合にも減算となる可能性がある。） 

 

✓ 利用者全員について所定単位数の 100分の 3又は 100分の 1に相当する単位数の減算が適

用される。 

 

✓ 減算期間は、「基準を満たさない事実が生じた場合、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日

が月の初日である場合は当該月）」から基準に満たない状況が解消されるに至った月まで。（運営

指導等で発見した時点ではなく、基準を満たさない事実が生じた時点まで遡及するので、要注

意。） 


